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登壇 

 

 

大﨑：お待たせいたしました。本日はご多用のところ、株式会社荏原製作所の 2022 年 12 月期決

算説明会にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。 

定刻となりましたので、ただ今より会を始めさせていただきます。 

本日の 15 時に、決算関連の書類を東証のプラットフォームならびに当社ホームページに開示して

おります。そちらもご覧いただきながらご参加いただきますよう、お願い申し上げます。 

私どもの出席者をご紹介いたします。 

代表執行役社長、浅見正男でございます。 

浅見：浅見です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：旧風水力機械カンパニープレジデント、今期より建築・産業カンパニープレジデント、永田

修でございます。 

永田：永田です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：今期よりエネルギーカンパニープレジデントに就任しました、宮木貴延でございます。 
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宮木：宮木です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：今期よりインフラカンパニープレジデントに就任しました、太田晃志でございます。 

太田：太田です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：旧環境事業カンパニープレジデント、大井敦夫でございます。 

大井：大井です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：今期より環境カンパニープレジデントに就任しました、山田秀喜でございます。 

山田：山田です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：精密・電子カンパニープレジデント、戸川哲二でございます。 

戸川：戸川です。よろしくお願いいたします。 

大﨑：経営企画・経理財務統括部長、IR 担当執行役、細田修吾でございます。 

細田：細田でございます。よろしくお願いいたします。 

大﨑：司会は、経営企画部の大﨑が務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

本日のスケジュールでございますが、決算概要を IR 担当執行役の細田より、今期の見通しと新中

期経営計画の概要を社長の浅見より説明させていただきます。なお、新中期経営計画の事業別戦略

につきましては、各カンパニープレジデントより説明させていただきます。その後に皆様からのご

質問をお受けいたします。終了時刻は 19 時を予定しております。 

また、本日の会議の内容は、Zoom のオンデマンドにて聞くことができます。詳細は、会議終了後

にメールにてご連絡いたします。 

それでは、細田より、説明に入らせていただきます。 
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細田： IR 担当執行役の細田でございます。 

まず、決算におけるポイントから説明させていただきます。 

まず通期の連結業績ですが、受注、売上、営業利益、営業利益率まで含めまして、ともに前年比と

比べてプラスとなっております。かつ、いずれもヒストリカルという意味で、過去最高の数値を更

新しております。 
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中国でのゼロコロナ政策等による市場の冷え込みや原材料価格高騰など、さまざまなマイナス要因

の影響を受けた一方で、好調だった風水力事業と精密・電子事業がけん引し、また為替の影響、円

安も寄与し、それらのマイナス影響を補った結果、このような決算に着地している状況でございま

す。 

2023 年度の通期業績予想に関しましては、今期から導入された新セグメント組織を通じまして、

それぞれの対面市場別に戦略的な基盤投資や組織改革、および成長投資などを鋭意行っていく計画

としております。前年度比では、営業利益率では今期 2023 年度のほうが少し下がりますが、絶対

値という意味では増収増益となる計画と考えております。 

半導体設備市場の動向については、当社も精密・電子事業を中心に影響を受け、その結果として、

前期に比べて今期の精密・電子事業の受注の減少が見込まれますが、一方で、前年度から積み上が

っている受注残を着実に消化して売り上げていくことによって増収増益を見込んでいるところでご

ざいます。 

株主の皆様への還元という観点では、2022 年度の 1 株当たり年間配当金を前回予想の 170 円から

193 円に上方修正する予定でございます。2023 年度、今期に関しましては、1 株当たり年間配当

金予想を 195 円として、前年度よりも増配を予定してございます。 

また、決算と同時に、新しい中期経営計画「E-Plan2025」を発表しました。その内容につきまし

ても後ほど説明させていただきます。 
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それでは、決算の詳細説明に入らせていただきます。 

 

5 ページをご覧ください。通期の連結業績でございます。 

ご覧のとおり、受注は前年度から 437 億円増加して 8,152 億円、売上は前年度から 776 億円増加

して 6,808 億円、営業利益は 91 億円増加して 705 億円、営業利益率に関しましては 10.4%で着地

しております。親会社の所有者に帰属する当期利益は、前年度から 68 億円増加して、504 億円と

いう着地となりました。 

スライド右側の C 列に記載する、直近に発表した対外公表計画値との比較では、いずれの項目に

関しましても計画値を上回る業績となっております。 
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次のページ、6 ページ目をご覧ください。セグメント別決算サマリでございます。 

まず風水力事業ですが、受注、売上、営業利益は、いずれも前年の実績および直近の乖離した計画

を上回る結果となっております。中国とアジアを除いた海外、主に欧州や米州、それから中東など

ですが、それらの地域で需要が堅調に伸びたことや、当社製品の価格改定の効果およびサービス&

サポートの売上増などが起因して、それらによって業績が伸びております。 

環境プラント事業につきましては、前期の受注水準が高かったこともあって、前年度比で受注が減

少となっておりますが、2022 年度もゴミ処理施設の大型案件を複数件受注したこともありまし

て、受注額の絶対額としては例年並みの受注水準で着地しています。直近の計画値に対しまして

は、EPC や長期包括案件などの追加受注により若干の上振れになっているところでございます。

環境プラント事業の売上に関しましては、前年実績を上回っておりますが、一過性の費用計上など

によって、営業利益は前期を下回る着地となっております。 

精密・電子事業につきましては、旺盛な半導体需要に対応してきたことで、受注、売上、営業利

益、いずれも前年を上回る結果で着地しております。 
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次のページ、7 ページ目をご覧ください。こちらにお示ししましたのは、連結営業利益に関する、

2021 年から 2022 年度に対する連結営業利益の増減分析になっております。 

営業利益は 2021 年と比較して 2022 年は 91 億円増加していますが、その中の売上に関する要因と

しましては、3 事業セグメントとともに増収となっておりますので、その効果として 182 億円プラ

スに寄与しております。 

収益性につきましては、風水力事業と精密・電子事業等の収益性改善によって 61 億円のプラス。

一方、固定費が増加しておりますので、固定費要因として人件費増加をマイナス要因に 185 億円

のマイナスとなっております。 

あとは米ドルを中心に円安の影響を受けまして、結果的に 76 億円プラスに寄与している状況でご

ざいます。 

その他の要因としては 42 億円分のマイナス要因がありまして、最終的に当期営業利益として 705

億円の着地となっております。 
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8 ページ目でございます。こちらは 2022 年度の事業環境の変化に対して、昨年 11 月の発表時の

業績予想の中で織り込んでいたリスクを営業利益の影響額として示しましたスライドです。 

原材料価格の高騰や部材調達難の影響は現在も継続している状況ですが、当社製品売価の改定効果

や調達面の努力によって、ネガティブな影響が想定より抑えられている一方で、為替については想

定レート以上に円安に振れたことで、営業利益に対してプラスの影響が発生しておりまして、直近

の見通しを上回る計画となっております。 
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9 ページ目をご覧ください。地域別売上収益の構成です。22 年と 21 年の対比を棒グラフに示して

おります。 

一番上の日本国内は、ほぼ横ばいの水準です。 

海外は、中国を除く各地域で伸びております。 

中国地域は、ゼロコロナからウィズコロナ政策への方向転換の中で市場は依然として低調な状況で

ございますので、当社の業況には事業ごとに濃淡が見られた状況でございました。 

中国以外のアジアの地域は、精密・電子事業を中心に売上が伸びております。 

その他、北米、欧州、中東、中南米などの海外地域は、風水力事業を中心に伸びているところでご

ざいます。 

セグメントごとの地域別売上収益は 25 ページにも掲載しておりますので、そちらも併せてご参照

ください。 
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続きまして、セグメント別の業績の説明に入らせていただきます。 

 

11 ページ目、まず風水力事業からでございます。 

受注は前年から 516 億円増加して 4,064 億円、売上は前年から 464 億円増加して 3,833 億円、営

業利益は前年から 72 億円増加して 320 億円となっております。 
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風水力事業のサブセグメント別に見ると、ポンプ事業は前年比で増収増益という結果です。ポンプ

事業のうち標準ポンプの分野におきましては比較的好調で、海外、国内ともに、価格改定の効果や

円安のプラス効果もありまして、受注、売上、営業利益ともに前年を上回っている状況でございま

す。 

トップラインの成長の観点に関しましては、海外を中心としたオーガニックの成長に加え、2021

年、2022 年と M&A で連結グループに組み入れました会社の貢献によるインオーガニックな成長

分も寄与しているところでございます。 

一方で、カスタムポンプ事業は、どちらかというと中国にポーションが大きいものですから、低調

な中国市場の影響を受けて、特にオイル&ガス市場向けの売上が伸び悩むような結果になっており

ます。 

以上がポンプ事業です。 

次にコンプレッサ・タービン事業は、新規製品市場ではインフレやウクライナ情勢の長期化などで

先行き不透明感があった状況の中で、お客様による投資判断が非常に慎重な姿勢が継続して見られ

ていた 1 年間でございました。 

一方、サービス＆サポートという観点では、お客様の定修工事などの需要が増加しまして、リード

タイムが比較的短く、比較的採算性の高い売上も多かったことから、コンプレッサ・タービン事業

全体としては前年比増収増益となっております。 

冷熱事業は、中国市場の需要が比較的堅調で増収となっております。ただ、利益はほぼ横ばいとい

う結果で着地しております。人件費の増加やビジネスボリュームの拡大に起因する事業活動費の増

加などによりまして、風水力事業全般での固定費の増加がその他見られております。 

サブセグメント別損益の詳細につきましては、この他 21 ページ以降の補足資料にも掲載しており

ますので、そちらも併せてご確認ください。 
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続きまして、12 ページ目の環境プラント事業でございます。 

受注は、前期から 236 億円減少しまして 1,058 億円で着地しております。売上は前期より 19 億円

増加して 737 億円、営業利益は前期より 19 億円減少して 36 億円という着地で、増収減益となっ

ております。 

受注案件は、スライド左下の主要受注案件のところに記載のとおりでございますが、10 月から 12

月の第 4 クォーターにも 3 件、通期では 7 件の受注をしております。その結果、前年との比較で

は受注案件数としては増えているのですが、1 件当たりの案件規模の違いもあって、受注高として

は減少となっているという 1 年間でございました。 

売上に関しましては、EPC 工事案件の工事進捗が進みまして、前年比増収となっております。 

営業利益の減少要因ですが、収益性の低下につきましては、まず国内におきまして、EPC 案件で

一過性の追加コストが発生したこと、およびごみ処理施設での発電をベースに行っている売電事業

におきまして、その市場調達コストが増加したことによるものでございます。 

一方、海外におきましては、中国子会社での機器の製造委託案件での追加コスト、海外案件の売上

期ずれによるもので収益性の低下が発生しております。追加コストが発生した国内 EPC 案件は既

に問題を解決した上で完工済みでありますし、また売電事業における調達コストを売値へ転嫁する

契約改定などを進めまして、これらの追加コストが一過性、次年度以降に再発しないような防止策

の徹底を図っているところでございます。 
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次の 13 ページ目をご覧ください。精密・電子事業です。 

受注は、前期から 161 億円増加しまして 3,015 億円で着地しております。売上は 294 億円増加の

2,222 億円、営業利益は前年比 81 億円増加の 361 億円で着地しております。これら受注、売上、

営業利益ともに、本事業セグメント、精密・電子事業セグメントとして過去最高の数値を更新して

おります。 

足元ではメモリ価格低下の影響などによりまして、一部のお客様で設備投資計画を見直す動きや、

お客様の工場稼働を調整する動きなどが見られておりますが、年間を通じて見ますと、お客様の設

備投資は高水準で推移した 1 年間と言えたと思います。 

依然として、部材不足に起因する当社製品の出荷遅れの影響などはまだありますが、コンポーネン

ト、CMP ともに受注、売上は堅調で、前年を上回っている状況でございました。 

営業利益につきましては売上増の貢献が大きいところでございますが、一方で、収益性という観点

でも、ドライ真空ポンプの自動化工場による生産性向上や、サービス&サポート増などが収益性改

善にも寄与しております。固定費の増加は、事業拡大に伴う人件費の増加が主な要因となっており

ます。 

通期業績に関する説明は以上になります。 
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浅見：それでは、浅見から、2023 年の業績予想につきましてご説明させていただきます。 

 

15 ページをご覧ください。 

23 年の事業環境の認識でございますが、中国経済の回復遅れやウクライナ情勢の長期化など、依

然として不透明感があり、当社の対面市場においても、それらの影響については引き続き注視して

おります。 



 
 

 

17 
 

また、昨年活発だった半導体の設備投資動向におきましても減速感が強まっておりますので、当社

事業への影響も出てくるものと見ております。 

一方で、半導体のお客様は、先端技術に対する投資意欲は引き続き強いと見ておりまして、需要の

濃淡がある中で、お客様の需要に迅速に対応してまいりたいと思っております。 

そのような中で、23 年の業績予想は、受注は前年と比較して 272 億円減の 7,880 億円、売上につ

いては 721 億円増の 7,530 億円、営業利益については 4 億円増の 710 億円を見込んでおります。

営業利益率は 9.4%、ROIC については 10.4%、ROE 13.9%、そして 1 株当たりの配当金につきまし

ては、前年から 2 円増の 195 億円を予想しております。 

以下、為替レートは記載のとおりでございます。 

 

次に、16 ページをご覧ください。セグメントごとの業績予想を示しております。 

昨年 8 月にセグメント変更の発表をさせていただいたのですが、23 年から当社は対面市場別組織

へ移行いたしました。 

風水力を 3 つのセグメントに再編いたしまして、23 年からは 5 つの事業セグメントでの業績説明

をさせていただきます。また、前年比較として新セグメントでの 22 年度概算実績値を記載してお

りますので、そちらと比較しながらご覧いただければと思います。 
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次に、17 ページになります。23 年の営業利益 710 億円について、前年の 705 億円からの利益増減

要因をご説明させていただきます。 

今期は精密・電子事業の売上増加によって利益貢献が大きく、その他の事業でも、これまでの収益

性改善施策は継続してまいります。 

一方で、対面市場ごとに戦略を実行していくために、先行的な成長投資に加えて、グローバル全体

での競争力強化につながる基盤投資なども実行してまいりたいと思っております。 

その中で、特に今期は、旧カスタムポンプとコンプレッサ・タービン事業が統合したエネルギー事

業で、50 億円の減益を見込んでおります。 

その理由といたしましては、前期好調だったサービス&サポートの需要が一巡すること、そして、

その他の一過性の費用の発生があります。また、構造改革の一環として、次世代エネルギー市場へ

の製品投入を加速させるための製品・技術開発費や、サービス拠点などの統廃合によるコストを見

込んでいるためでございます。 

その他の事業における主な増減要因につきましてもスライドに記載しておりますので、ご覧くださ

い。 
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次に、19 ページになります。最後に、株主還元の見通しについてご説明させていただきます。 

連結配当性向 35%以上を目標としておりまして、22 年度の期末配当金を 85 円から 23 円増の 108

円に見直して、1 株当たりの年間配当金は 193 円を予定しております。これは、前年比では 30 円

増となる見込みでございまして、連結配当性向も 35.2%となる見込みでございます。 

また、23 年度につきましては 195 円を計画いたしております。 
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